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第１部 はじめに                         

 

長野県では、約 109 万人の県民の皆さんが日々様々な分野で働いておられます。 

どんな分野の職場であっても、仕事を進める上で、技能・技術、言い換えればスキル・

ノウハウが必要とされており、個人個人の能力が企業や産業界の将来を左右する鍵を

握っていると言っても過言ではありません。 

 

本県では、これまで第二次産業、とりわけ製造業の分野では、機械、電機、情報、   

電子、精密用機器などの加工組立型業種が県の経済成長を牽引してきました。 

しかし、平成 20 年秋のリーマンショックに端を発した景気の急速な悪化により、

これらの分野はかつてない厳しい環境にさらされることになりました。 

その後、国内外の経済対策の効果等により、受注や生産の回復が続くなど景気は持

ち直しつつありますが、社会・経済を取り巻く環境は、少子高齢化の進展や労働人口

の減少、若者のものづくり離れ、非正規労働者の増加など様々な課題が山積していま

す。 

このような状況を踏まえ、地域経済が持続的に成長していくようにするためには、

成長分野を含めた「ものづくり分野」の技術開発を着実に進め、産業の労働生産性を

高めていくことが重要です。その礎となる人材を育成・確保し、職業能力開発を総合

的かつ計画的に進めることは、正に喫緊の課題です。 

人材育成には、長期的な視点が必要であり、投資をしてもすぐにその成果が得られ

るとは限りません。しかし、昨今の大きな変革の時代にあっては、人材育成を社会全

体の共通認識とした上で、新たな視点から能力開発のあり方を検討する必要がありま

す。 

 

職業能力開発審議会では、長野県からの諮問を受け、今後の長野県産業を支える人

材の育成に関し、国や民間との役割分担を踏まえつつ、県が進める職業能力開発の基

本的施策の方向性がどうあるべきかという観点から、平成 28 年度から平成 32 年度ま

での５年間を見据えた第10次職業能力開発計画について審議を重ねてまいりました。 

 

お忙しい中を委員の皆さんには熱心に御審議をいただき、貴重な御提言を数多くい

ただきました。厚く御礼申し上げます。 

この答申が掲げる「人材育成の方向性」が、長野県の発展に向けて着実に具現化さ

れることを切に願うとともに、御協力いただいた各位に感謝申し上げます。 

 

 平成 28 年 月 

                       長野県職業能力開発審議会 

                        会長 半 田 志 郎    
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第２部 職業能力開発をめぐる状況の変化              

 

１ 人口及び生産年齢人口の減少 

(1) 人口の推移 

長野県の人口は、平成 12 年（2000 年）の 221.5 万人をピークに減少に転じ、

国勢調査（速報）による平成 27 年（2015 年）の人口は 210.0 万人と、平成 22

年（2010 年）と比べ 5.2 万人の減少となっています。 

人口の将来展望については、平成 37 年（2025 年）には 200 万人を割り込み、

平成 72 年（2060 年）には 160.5 万人と、現在より約 50 万人減少すると推計さ

れています。（図－１） 

 

(2) 生産年齢人口の減少 

毎月人口異動調査によると、生産年齢人口（15～64 歳）は、平成７年（1995

年）の 142.2 万人（構成比 64.8％）以降減少し、平成 27 年（2015 年）には 119.5

万人（同 57.1％）となっています。生産年齢人口は今後も減少が続くと見込ま

れており、平成 72 年（2060 年）には 84.3 万人（同 52.5％）になると推計され

ています。（図－１、図－２） 

 

(3) 少子高齢化の進展 

年少人口（0～14 歳）及び生産年齢人口（15～64 歳）が減少する一方で、老

年人口（65 歳以上）は平成 17 年（2005 年）には 50 万人（構成比 23.8％）を突

破し、平成 27 年（2015 年）には 62.1 万人（同 29.7％）に増加しています。老

年人口は、今後、平成 32 年（2020 年）には 64.4 万人（同 31.8％）にまで増加

し、その後減少に転じるものの、構成比については引き続き 30％台の水準を維

持すると推計されています。（図－１、図－２） 
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出典：Ｓ25～Ｈ22 国勢調査（総務省） 

  Ｈ27    毎月人口異動調査（４月１日現在）（長野県企画振興部） 

  Ｈ32～Ｈ72 長野県人口定着・確かな暮らし実現総合戦略 

 

 

 
出典： Ｓ25～Ｈ22 国勢調査（総務省） 

  Ｈ27    毎月人口異動調査（４月１日現在）（長野県企画振興部） 

  Ｈ32～Ｈ72 長野県人口定着・確かな暮らし実現総合戦略  
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２ 産業構造及び就業構造の変化 

(1) 産業構造の変化  

ア 産業別就業者数の変化 

平成 22 年（2010 年）の就業者総数は 109.1 万人で、平成 17 年（2005 年）

の 115.1 万人に比べ 6.0 万人減少しています。 

産業別に見ると、本県の基幹産業である「製造業」の就業者数は 22.6 万人

と、平成 17 年（2005 年）と比べ 2.7 万人減少しており、産業全体に占める構

成比も 22.0％から 20.8％に 1.2 ポイント減少しています。また、「建設業」の

就業者数も 10.1 万人から 8.4 万人と 1.7 万人減少しています。 

一方、「医療・福祉」の就業者数は 11.4 万人であり、平成 17 年（2005 年）

と比べ 1.8 万人の増加となっています。（図－３）  

 

 

 

 
 ※平成 12 年度時点では「医療・福祉」は「その他のサービス業」に含む 

出典：国勢調査（総務省） 
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図－３ 産業別就業者数の推移 
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イ 事業所数の減少 

平成 26 年（2014 年）の事業所数は 113,751 事業所で、平成 21 年（2009 年）

と比べ 8,441 事業所 (6.9％) 減少しています。 

産業別に見ると、第１次産業でわずかに増加したものの、第２次産業で

3,108 事業所(11.5％)の減、第３次産業で 5,356 事業所 (5.7％) の減となっ

ています。 

業種別に見ると、「医療・福祉」で 1,125 事業所（16.0％）の増加となる一

方、「建設業」では 2,142 事業所（14.7％）、「製造業」では 899 事業所（7.3％）

の減少となっています。（図－４） 

 

 

 

 
出典： 事業所・企業統計調査（総務省）（Ｈ13、Ｈ18） 

 経済センサス（総務省）（Ｈ21、Ｈ26）  
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図－４ 産業別事業所数の推移 
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(2) 就業構造の変化 

ア 求人と求職の状況 

県内の有効求人倍率は、平成 20 年（2008 年）秋のいわゆるリーマンショッ

クによる急激な景気悪化の影響を受けて、平成 21 年（2009 年）７月には 0.39

倍と過去最低を記録し、しばらく１倍を切る状況が続いていました。 

その後、景気の回復傾向を受けて、有効求人倍率は平成 26 年（2014 年）に

入り１倍を超え、平成 27 年（2015 年）１月以降●か月連続で 1.2 倍台を維持

するなど、雇用情勢は着実に改善が進んできました。（図－５、図－６） 

職業別の状況を見ると、「建設・採掘職業」、「サービスの職業」、「専門・技

術職業」などで求人数が求職者数を上回る一方、「事務的職業」や「生産工程」

などでは、求職者数が求人数を上回っています。（図－７） 

   

 
出典：最近の雇用情勢（長野労働局） 
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図－６ 月間有効求人倍率の推移 
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イ 女性の就業の動向 

女性の有業率を年齢階層別に見ると、30～34 歳の有業率は、平成 14 年（2002

年）の 60.3％から平成 24 年（2012 年）には 70.0％に上昇しており、はっき

りとした「Ｍ字型」の傾向は見られなくなりました。全国との比較では、15

～19 歳及び 25～29 歳で全国平均を下回っています。（図－８、図－９）  

 

 
出典：就業構造基本調査（総務省） 

 

 
出典：就業構造基本調査（総務省） 
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図－８ 女性有業率の推移 

図－９ 女性有業率 全国との比較(平成 24 年度) 
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ウ 増加するひとり親家庭世帯 

平成 26 年（2014 年）の県内のひとり親家庭の世帯数は 27,148 世帯であり、

平成 15 年（2003 年）と比べ母子家庭については 4,818 世帯、父子家庭につい

ては 286 世帯の増加となっています。（図－10） 

また、ひとり親家庭の労働形態をみると、父子家庭では正社員が 66.5％を

占めているのに対し、母子家庭ではパート・アルバイト等が 45.7％と最も多

く、不安定な就業形態に置かれています。（図－11） 

 

 

 
 出典：長野県県民文化部こども・家庭課調べ 

 

 

 
出典：平成 21 年度長野県母子家庭・父子家庭実態調査（長野県県民文化部）  
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図－10 ひとり親家庭数の推移 

図－11 ひとり親家庭の労働形態 
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エ 高等学校卒業者の動向 

平成 26 年（2014 年）３月の高等学校（全日制・定時制課程）卒業者の大学

（短大を含む）及び専修学校等（専門課程・一般課程）への進学率は 76.9％

であり、平成 21 年（2009 年）３月卒業者の 78.9％から 2.0 ポイント減少して

います。また、就職者総数は 3,448 人、卒業者総数に対する構成比は 18.3％

で、平成 21 年（2009 年）３月卒業者と比べ 440 人、構成比では 2.7 ポイント

の増加となっています。（図－12） 

新規高等学校卒業者の就職内定状況については、平成 27 年（2015 年）３月

卒業者の就職内定率は99.1％であり、平成23年（2011年）３月卒業者の96.8％

から 2.3 ポイント増加しています。（図－13） 

 

 

 
出典：学校基本調査（長野県教育委員会） 
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図－12 新規高等学校卒業者の進路の動向 
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出典：平成 27 年３月高校新卒者の求人・求職・就職内定状況（長野労働局） 

 

オ 若年者・高齢者の就業者数 

平成 22 年（2010 年）における 15 歳以上の就業者数は 109.1 万人であり、

平成 17 年（2005 年）の 115.1 万人と比べ、6.0 万人(5.2％)減少しています。 

年齢階級別の構成比を見ると、15～34 歳の若年層では 23.2％と平成 17 年

（2005 年）と比べ 3.2 ポイント減少しており、35～54 歳及び 55 歳以上の割合

が増加しています。（図－14）

   
出典：国勢調査（総務省）  
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図－13 新規高等学校卒業者の就職内定状況 

図－14 年齢階級別就業者数の推移 
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カ 障がい者の就業の動向 

平成 26 年度（2014 年度）における障がい者の新規求職申込件数は 3,561 件

であり、平成 16 年度（2004 年度）と比べ約２倍に増加しています。また、平

成 26 年度（2014 年度）の就職件数は 1,957 件と５年連続で過去最高を更新し

ており、特に精神障がい者の就職件数が増加しています。（図－15） 

 

 
出典：平成 26 年度障害者の職業紹介状況（長野労働局） 
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キ 非正規雇用の増加 

労働者の雇用形態については、パートタイマーやアルバイト、嘱託、臨時雇

用者等の非正規の職員・従業員数は 34.3 万人と全体の 38.8％を占め、年々増

加する傾向にあります。特に、女性については 58.1％が、35 歳未満の若者に

ついても 30.7％が非正規の職員・従業員となっています。（図－16、図－17） 

 

図－16 雇用者（役員を除く）に占める非正規職員・従業員の割合(男女別) 

 
出典：就業構造基本調査（総務省） 

 

図－17 雇用者（役員を除く）に占める非正規職員・従業員の割合(年齢別) 

 
出典：就業構造基本調査（総務省） 
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 第３部 職業能力開発の基本的施策                   

 

１ 生産性向上に向けた人材育成の強化 

長野県経済は、リーマンショック以降の厳しい状況を脱し、緩やかに回復しつつ

あります。今後、生産年齢人口の減少が見込まれる中で、こうした動きを確実なも

のとしていくためには、労働者一人ひとりの技能・技術を高め、生産性を向上させ

ていくことが必要です。 

このため、企業・業界における人材育成や労働者の主体的なキャリア形成に対す

る支援の充実を図るとともに、生産性向上に資するＩＴ分野の人材育成を強化する

必要があります。 

 

(1) 企業・業界における人材育成の強化 

人材育成ニーズ調査によると、企業における人材育成について 65.4％の事業所

が「課題がある」と回答しており、その内容は、「人材育成にかける時間がない」

（66.4％）、「指導する人材が不足している」（64.9％）、「社内に統一された指導

マニュアルがない」（43.3％）と続いています。（図－18） 

 

 

このため、工科短期大学校や技術専門校、工業技術総合センター等で実施して

いる在職者向けのスキルアップ講座について、企業ニーズも踏まえ内容の充実を

66.4%

64.9%

43.3%

29.9%

22.2%

7.1%

4.4%

3.3%
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その他

図－18 人材育成ニーズ調査から 
（人材育成の取組に課題があると感じている理由について） 
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図るとともに、企業内における指導者の育成を支援することが必要です。 

また、県や各種団体等が実施している研修情報を収集・提供する「長野県産業

人材育成支援センター」の「研修情報サイト」について、掲載内容の充実と企業・

県民への周知を図るとともに、経済団体、労働団体、教育機関、行政機関等で構

成する「長野県産業人材育成支援ネットワーク」において情報交換・意見交換を

行いながら、県内における産業人材の育成を推進することが重要です。（図‐19） 

企業や事業主団体等が行う認定職業訓練については、これまで、「地方分権改

革」として、少人数の訓練でも補助対象となるよう補助要件の緩和を国に提案し、

制度の充実が図られてきましたが、引き続き、運営費補助の充実を図るなど職業

訓練への支援が必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 意欲を持って入社しても、その後の人材育成が不十分なため離職するケースもある。 

・ 建設業では人を育てたいがすぐに辞めてしまい、人材育成にかけたコストが無駄になって

しまう。 

・ 工科短期大学校や技術専門校は県内各地にあるので、引き続き在職者向けの取組を期待し

たい。 

・ 企業における教育訓練の取組に補助してもらえるとありがたい。 

 

 

 

図－19 産業人材育成支援センター 
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(2) 労働者の主体的なキャリア形成の推進 

労働者一人ひとりの技能・技術を高め、生産性を向上させていくためには、企

業・業界における人材育成の強化とともに、個々の労働者が自らのキャリアにつ

いて主体的に考え、定期的に自身の能力開発の目標や身に付けるべき知識・能

力・スキルを確認する機会を整備することが重要です。 

国では、「職業能力開発促進法」に、新たに「職務経歴等記録書」（ジョブ・カ

ード）の普及を盛り込むとともに、キャリアコンサルタントに求められる役割・

機能の明確化等を行ったところであり、今後は、これらを活用し、職業生活の節

目において定期的にキャリアコンサルティングを受ける機会を設定するセル

フ・キャリアドックの導入を推進することとしています。 

このため、国における新たな施策や教育訓練給付制度等の周知・広報など、国

と連携しながら労働者の主体的なキャリア形成を支援する必要があります。 

 

【審議会委員からの提言】 

・  

 

(3) 生産性向上に資するＩＴ人材育成の強化・加速化 

生産性を向上させるためにはＩＴの積極的な活用が不可欠であり、ＩＴの持つ

潜在力を発揮させることができる人材を育成するための取組を強化する必要が

あります。 

このため、小・中学生を対象としたＩＴ教育により裾野の拡大を図るとともに、

在職者向けの職業訓練や企業における研修支援等を通じ、ＩＴ人材の育成を図っ

ていくことが必要です。 

また、労働者の自発的なＩＴの習得支援やＩＴ分野の離転職者向け訓練コース

の設定等について、国と連携して推進することが望まれます。 
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【審議会委員からの提言】 

・  

 

 

 

２ 「全員参加の社会の実現加速」に向けた職業能力底上げの推進 

人口の減少が見込まれる中で、経済・社会の活力を維持・発展させていくために

は、すべての人々が持てる能力を高め、その能力を存分に発揮できる「全員参加の

社会」を実現することが重要です。 

このため、女性、若者、障がい者等の個々の特性やニーズに応じた職業能力開発

の機会を提供し、一人ひとりの職業能力の底上げを図っていくことが必要です。 

 

(1) 女性の活躍促進に向けた職業能力開発 

女性の活躍促進は経済成長への大きな力となるものであり、職業能力開発施策

においても、女性の多様な課題やニーズを捉えたきめ細かな対策を講じることが

必要です。 

このため、子育て中の女性の再就職が円滑に進むよう、離転職者向けの職業訓

練について、育児等と両立しやすい短時間訓練コースの設定や訓練受講の際の託

児支援サービスの提供等を推進するとともに、ハローワークのマザーズコーナー

等とも連携しながら女性のニーズを把握し、多様な職業訓練機会を提供すること

が望まれます。 

また、ものづくり分野における女性の活躍を促進するため、工科短期大学校、

技術専門校への女性の入学・入校に向けたＰＲや環境整備を行うとともに、在職

者向けのスキルアップ講座について女性向けコースの開設を検討する必要があ

ります。 
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【審議会委員からの提言】 

・ 子育てが終わってから社会に貢献したいと考えている意欲をもった女性が多くいる。そう

いった方がパートではなく、専門職に就けるような取組が必要ではないか。 

・ 女性の能力をいかに維持していくかが大事。結婚・出産・育児で休職しても、完全に元の

職場に復帰して能力を発揮できるようにしてほしい。 

・ 女性が育児・出産・再就職がしやすい体制を作らないと少子化に歯止めがかからない。 

・ ひとり親家庭等の社会的弱者の方が職に就くことは非常に重要であるが、半分近くがパー

ト・アルバイトである。 

・ 女性の社会進出のためには、女性側の就労支援だけでなく、子育て世代の男性の時短も必

要。 

・ 女性のキャリアアップやダイバーシティを１社で担うのは無理がある。長野県や地域には

こんなに素敵な女性がいるといったモデルを共有して育て合うことが重要ではないか。 

 

(2) 若者の職業能力開発 

人材育成ニーズ調査によると、企業が社員の採用にあたり重視することとして、

「会社や仕事に対する熱意・意欲」（49.2％）、「社会常識や時間管理能力、ビジ

ネスマナー等」（35.7％）、「コミュニケーション能力」（35.4％）、「基礎的な技術・

技能・知識」（33.8％）を挙げており、次代を担う若者に対し、働くことに対す

る意識啓発や社会常識・マナーの習得、技能・技術への興味や関心を持ってもら

うための取組を推進することが必要です。（図－20） 

 

 

 

現在、小・中学校、高等学校の各段階において、キャリア教育を通じて職業観

や社会性を育成するとともに、専門高校（※）ではデュアルシステムが導入され、
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会社や仕事に対する熱意・意欲

あいさつ、身だしなみ等の社会常識時間管理能力、ビジネスマナー等

コミュニケーション能力

基礎的な技術・技能・知識

専門的な技術・技能・知識

体力・健康状態

取得している資格・免許

忍耐力（精神的な強さ）

一般常識や読解力、計算力等

問題発見解決能力、課題設定能力、創造力

年齢

これまでの職務経歴や達成成果

ＰＣの基本操作能力（ワードやエクセル等のオフィスツールを想定）

自己の職務に対する将来像

国際感覚や語学力

その他
（n=1,572）

図－20 人材育成ニーズ調査から 
（技術系・技能系社員採用にあたり重視することについて） 
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拡大する方向にあることなど、地域や企業と連携した産業教育が進められていま

す。こうした取組に加え、「信州ものづくりマイスター」の派遣など、児童生徒

に熟練技能や地域の企業を身近に感じてもらえるような取組を一層推進するこ

とが必要です。また、職業能力開発協会等とも連携し、高校生の技能検定受検や

各種競技大会への参加を促進する必要があります。さらに、長野県工科短期大学

校や平成 28 年（2016 年）４月に開校した南信工科短期大学校、技術専門校にお

いて、県内の産業界を支える人材を育成することが必要です。 

ニートや引きこもりなど支援が必要な若者に対しては、ジョブカフェ信州や地

域若者サポートステーションにおけるキャリアコンサルティング等を通じて職

業訓練に誘導するなど、就職に向けた支援の充実が必要です。 

 

※専門高校：職業教育を主として行う農業・工業・商業・家庭科を置く高校 

 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 若者の職業選択のイメージがあいまい。興味や関心に偏ったキャリア教育から少し幅を広

げて、社会人として自立していくという意識を入れてほしい。 

・ あいさつを徹底するなどの人間力は非常に大切。 

・ インターンシップでは、学校生活を離れ、挨拶、接遇等が学べる。 

・ 普通高校を含め、早い段階で職場体験をするのが効果的。 

・ 製造業で職場体験を受け入れてくれる事業所が少なく、子どもたちが現場を見たり体験し

たりする取組がなかなかできない。 

 

(3) 中高年齢者の職業能力開発 

人口減少社会において、生涯現役社会の実現や企業の生産性向上を図る観点か

ら、高い就業意欲を有する高齢者の活躍の場を広げるとともに、中高年層の強み

の発揮や希望に応じた円滑なキャリアチェンジを進めることが必要です。 

国では、セルフ・キャリアドック等による若年期からの継続的なキャリアコン

サルティングの機会の提供を促進するとしているほか、再就職に向けた準備支援

を含めた中高年齢者向けの新たな職業訓練コースの開発・検証を行うこととして
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おり、この成果を踏まえ、県が行う職業訓練への導入を検討する必要があります。 

 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 雇用の流動化に向けて、転職市場に出た方々がスムーズに新たな職に就くための役割も今

まで以上に担っていく必要がある。 

 

(4) 障がい特性に配慮した職業訓練機会の提供 

ハローワークにおける障がい者の新規求職申込件数が 10 年間で約２倍に増加

するなど、障がい者の就労意欲が高まりを見せる中で、就職の実現に向けて、一

人ひとりの障がい特性やニーズに応じた環境の整備が必要です。 

このため、職業訓練の実施に当たり手話通訳者等を派遣するなどきめ細かな支

援を行うとともに、地方事務所の求人開拓員、障害者就業・生活支援センター、

ハローワークなど、地域における雇用、福祉、教育、医療・保健、経済団体など

の関係機関との連携・協力の下、障がい者の就職を支援することが必要です。 

また、長野県障がい者技能競技大会（ながのアビリンピック）の開催や全国大

会への出場支援、競技課題を活用した講習会の実施等により、引き続き障がい者

の職業能力の向上を図るとともに、企業・県民の障がい者雇用に対する理解の促

進を図る必要があります。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 障がい者が自立して働けるようになれば、その保護者等も連動して働けるようになり、全

体として有業率アップにつながるのではないか。 

・ 障がいの態様に応じて、関係する団体が連携を取って支援を組み立てていくことが大切。 

・ 手話通訳者の派遣やバリアフリー化など、多様な障がいに対応できる受け入れ態勢を希望

する。 

 

(5) 非正規雇用労働者の職業能力開発 

非正規雇用労働者の増加が課題となる中で、「全員参加の社会」の実現に向け

て、雇用情勢が着実に改善しているこの機を捉え、正社員としての就職や非正規
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雇用から正規雇用への転換を促進することが重要です。 

このため、「職場いきいきアドバンスカンパニー」認証企業の拡大等により正

規雇用に向けた企業の取組を促すことに加え、非正規雇用の若者等に対する知

識・技能習得のための研修や職場実習の実施などにより、正規雇用につなげてい

くことが必要です。 

また、企業内での職業能力開発の機会に恵まれにくい非正規雇用労働者の正社

員転換や職業訓練などの取組を支援する国の「キャリアアップ助成金」や「トラ

イアル雇用奨励金」等の支援策について、国と連携し周知を図っていくことが望

まれます。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 経済団体に対し正規雇用を要望してほしい。 

・ ひとり親家庭等の社会的弱者の方が職に就くことは非常に重要であるが、半分近くがパー

ト・アルバイトである。 

・ 女性や若者を中心とした非正規雇用の方々など、企業内での育成の機会に恵まれない方々

への支援が大事。 

 

 

 

３ 産業界のニーズや地域の創意工夫を活かした人材育成の推進 

広い県土を持つ長野県には地域ごとに特色ある産業や資源が集積しています。ま

た、グローバル化の進展や技術革新等により、労働者に求められるスキルも大きく

変化していくことが見込まれます。こうした中で、県内産業の「稼ぐ力」を高めて

経済を活性化させるためには、産業界や地域のニーズを踏まえた人材育成の取組を

一層推進していくことが必要です。 

このため、新卒者・離転職者に対する職業訓練や在職者向けのスキルアップ講座

について、今後成長が期待される分野や人材不足分野を的確に把握し、様々な主体

と連携するとともに、企業ニーズに応じたオーダーメイド型の訓練コースを拡充す
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るなど、内容の充実を図ることが必要です。 

また、平成 26 年度（2014 年度）から２年間、独立行政法人高齢・障害・求職者

雇用支援機構を中心に、産学官が連携した「地域コンソーシアム」により地域ニー

ズに対応した訓練コースの開発・検証を行ってきた成果を踏まえ、県が行う職業訓

練において、より就職可能性を高める訓練コースの導入を検討することが必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 長野県らしいライフスタイルが重要であり、その新しいライフスタイルをイノベートする

ために企業や学問があることで、長野県に暮らしてみようとする人が増えるのではないか。 

・ 人材不足が地方で目立ってきている一方で、ミスマッチも問題になっている。 

・ 工科短期大学校や技術専門校は県内各地にあるので、引き続き在職者向けの取組を期待し

たい。 

 

 

 

４ 人材の最適配置を実現するための労働市場インフラの戦略的展開 

経済の活性化に向けては、一人ひとりが持てる能力を高め、その能力を最大限に発

揮できる「全員参加の社会」を実現することに加え、人材の最適配置を進めることが

重要であり、職業訓練制度や職業能力評価制度などの労働市場インフラを一層効果的

に展開していくことが必要です。 

 

(1) 雇用のセーフティネットとしての公共職業訓練の充実 

平成 20 年（2008 年）秋のいわゆるリーマンショック以降１倍を切っていた有

効求人倍率は、景気の回復傾向を受けて、平成 27 年（2015 年）１月以降●か月

連続で 1.2 倍台を維持するなど、雇用情勢は着実に改善が進んできました。しか

しながら、雇用のミスマッチが生じるとともに非正規労働者が増加しており、公

共職業訓練の一層の充実が求められています。 

このため、工科短期大学校・技術専門校における離転職者向けの短期課程や委

託訓練において、成長期待分野・人材不足分野をはじめ安定的な就業につながる
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訓練コースを設定するとともに、就職支援員（キャリアコンサルタント）の配置

やジョブ・カードの活用推進など、就職に向けた支援を強化する必要があります。

また、メンタル面に不安を抱える受講者に対しては、精神保健福祉士等の派遣を

行うなど、支援体制の充実を図ることが必要です。 

さらに、関係機関同士の連携を一層強化して、離転職者等がそれぞれのニーズ

や状況に応じた多様な訓練機会を得ることができるよう、公共職業訓練及び求職

者支援訓練を一体化した総合的な計画を策定し、労働局や独立行政法人高齢・障

害・求職者雇用支援機構との更なる連携の下、職業訓練を実施していく必要があ

ります。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 求職者を訓練受講に誘導できるようにするため、技術専門校とハローワークの連携強化を

図ることが望まれる。 

 

(2) 職業能力評価制度の活用促進 

職業能力評価を通じ労働者の職業能力の「見える化」を進めることは、産業界

が求める能力と労働者が有する職業能力との円滑なマッチングに資するもので

あり、これにより人材の最適配置を進めていくことが重要です。また、キャリア

開発の目標設定・動機付けとして機能することで、労働者の主体的な能力開発の

取組を促し生産性の向上につながることも期待されます。 

このため、技能検定制度や、公的資格ではカバーしていない職種を対象とした

本県独自の「技能評価認定制度」について、国や業界団体等と連携して一層の普

及・活用を図っていく必要があります。 

 

【審議会委員からの提言】 

・  
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５ 技能の振興 

(1) 技能尊重気運の醸成と技能者の社会的地位の向上 

戦後日本の経済成長は、多くの職人の手によって支えられてきました。しかし

ながら、その価値は次第に見失われつつあり、ものづくり分野の職業を目指す若

者も減少傾向にあります。このままでは技能の継承が困難となり、地域産業の持

続的発展にも影響を及ぼすことが懸念されます。長年培ってきた職人の技や伝統

技能に再び光を当て、技能が尊重される社会、職人が活躍し若者が職人を目指す

社会を作っていくことが必要です。 

このため、「卓越技能者知事表彰」（信州の名工）をはじめとした各種表彰を実

施するとともに、職業能力開発協会等とも連携し、技能五輪全国大会、技能グラ

ンプリ等の技能競技大会への参加を促進する必要があります。また、技能検定の

受検勧奨や「技能評価認定制度」の普及促進により、技能者の技能習得意欲を高

めるとともに、熟練技能者や技能士の社会的な評価や価値を高めるための取組を

推進することが必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 日本を支えている製造業に携わる技術者・技能者の待遇の向上、技能尊重気運の醸成を図

るべきではないか。 

・ ドイツのマイスターは知識もあり、社会的にも尊敬されていて素晴らしい。 

 

(2) ものづくりの魅力発信と若者への技能継承 

平成 24 年（2012 年）10 月、本県において「長野技能五輪・アビリンピック 2012」

を開催し、盛況の内に幕を閉じました。今後は、この大会により盛り上がった技

能への関心と技能尊重気運を継続させるとともに、次代のものづくり産業を担う

若年技能者の育成を進めていくことが必要です。 

このため、本県が国に先駆けて創設した「信州ものづくりマイスター」制度を
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拡充し、小・中学校の段階からものづくりに触れる機会の拡大を図ることが必要

です。また、熟練技能者による高校生や若年技能者に対する技術指導、技能検定

の受検勧奨、若年者ものづくり競技大会や技能五輪全国大会等への参加促進など

により、若者の技能向上と継承を図ることが必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ ものづくり人材の育成は専門高校だけの問題ではなく、普通高校に通っている人たちへの

働きかけも必要。 

・ 頑張っている高校生やクラブ活動を見つけて、光を当てられるようなことができないか。 

・ 建設業は若年者の減少が顕著であり、一人親方が中心のため、それらの方々が引退すると

事態は相当深刻になる。 



- 26 - 

第４部 工科短期大学校及び技術専門校の今後の方向         

１ 工科短期大学校のあり方 

(1) 教育と研究の質の向上について 

  企業の技術革新が急速に進む中、県では、成長が期待される「健康・医療」、「環

境・エネルギー」、「次世代交通」の３分野への展開を進めるとともに、当該分野に

対応できる高度な人材の育成を重点プロジェクトとして位置付けています。 

工科短期大学校は、教員における教育と研究を学校運営の両輪としており、学生

の教育・訓練が成長期待分野に対応できるよう、更なる教育と研究の質の向上が重

要です。 

  このため、企業が求める技術者の育成に対応できる柔軟な授業内容の見直しを行

うとともに、教員個々の専門分野での研究や、大学及び地域の企業と連携した共同

研究の推進等を通して、教員が専門とする分野の知識や技術レベルの向上を継続的

に行っていくことが必要です。 

  さらに、南信工科短期大学校においても、学卒者訓練のみならず離転職者訓練 

や在職者訓練について、今後充実を図っていく必要があります。 

  

(2) 高度人材育成ニーズへの対応について 

 企業からは、更なる専門性の高い知識と高度な技能を持つ技術者の要望があるこ 

とから、学生が工科短期大学校で２年間学んだ後、より高い教育・訓練が受講でき 

るよう、検討を始めることが望ましいと考えられます。 

この点、人材育成ニーズ調査によると、県内高校進路指導担当者が生徒に工科短 

期大学校への入学を勧めるポイントとして「卒業後、４年生大学への編入学ができ

ること」を挙げており、回答全体の 23.2％を占めています。 
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このため、特区申請をしている４年生大学への編入学の実現について、国の動向 

を注視しつつ情報収集に努めるとともに、カリキュラム、体制、在校生のニーズ、 

運営コスト等について研究を進めていく必要があります。（図－21） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 技術専門校のあり方 

 技術専門校は、今日に至るまで、長野県の基幹産業を担う技能者の育成や雇用の 

セーフティネット、民間教育訓練機関の補完といった地域の産業界を支える上での 

重要な役割を果たしてきました。 

工科短期大学校（上田市） 

図－21 人材育成ニーズ調査（進路指導担当調査）から 
（工科短大に望むことについて） 

南信工科短期大学校（南箕輪村） 
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今後も引き続きこうした役割を担っていくため、新規学卒者を対象とした普通課 

程、離転職者を対象とした短期課程や委託訓練、在職者を対象としたスキルアップ 

講座等の訓練をより効果的に実施していく必要があります。 

 このため、現在実施している訓練コースについて定員充足率や就職率、地域の産 

業界のニーズ等を勘案しながら、訓練内容や訓練科の見直しについて検討していく 

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

木造建築科の訓練光景 自動車整備科の訓練光景 

長野技術専門校（長野市） 松本技術専門校（松本市） 岡谷技術専門校（岡谷市） 

飯田技術専門校（飯田市） 佐久技術専門校（佐久市） 上松技術専門校（上松町） 
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３ 今後の方向 

(1) 工科短期大学校及び技術専門校の位置付けについて 

第８次計画及び第９次計画では、工科短期大学校、長野技術専門校、松本技術

専門校、伊那技術専門校は、拠点校として広いエリアを対象に幅広い訓練ニーズ

に応える等の役割を、また、岡谷技術専門校、飯田技術専門校、佐久技術専門校、

上松技術専門校は、サテライト校として地域の訓練ニーズに弾力的に応える等の

役割を担っていくこととして位置付けられました。 

こうした考えを基本としながら、平成 28 年３月末に伊那技術専門校が閉校し、 

同年４月に南信工科短期大学校が開校するなど、県が行う公共職業訓練の実施体 

制に変化が生じてきていることから、成長期待分野や建設業等の人材不足分野の 

需給動向等についても的確に把握しつつ、県全体の職業能力開発のあり方につい 

て検討していく必要があります。 

 

(2) 地域との連携強化について 

  人材育成ニーズ調査によると、工科短期大学校及び技術専門校について「よく 

知っている」または「名前は聞いたことがある」とする回答が、企業では工科短 

期大学校で 55.3％、技術専門校で 68.3％、高校生では工科短期大学校で 13.5％、 

技術専門校で 13.2％ありました。 

調査結果を見ると、一定の知名度はあるものの、工科短期大学校及び技術専門

校について「知らない」と回答した者も一定数存在するため、さらに地域と連携

しながら認知度を高めていく必要があります。 

このため、工科短期大学校及び技術専門校においてインターンシップの拡充や

事業主団体役員との懇談会を開催するなど、企業との連携を強化するとともに、
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訓練指導員の派遣による技術指導、小中高生を対象としたものづくり県政出前講

座の開催、地域イベントへの参加、技能祭の開催などにより、情報発信を効果的

に行っていく必要があります。（図－22、図－23） 

 

【審議会委員からの提言】 

 ・ インターンシップでは、学校生活を離れてあいさつや接遇等が学べる。 

 

 

 

22.6% 45.7% 28.0% 3.6%
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①どのような教育訓練を行っているか知っている ②名前は聞いたことはあるが、具体的な内容は知らない ③知らない 無回答
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2.5% 10.7% 85.4% 1.4%
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①内容をよく知っている ②名前は聞いたことはあるが、具体的な内容は知らない ③知らない 無回答
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図－22 人材育成ニーズ調査（企業ニーズ調査）から 
（工科短期大学校及び技術専門校の認知度について） 

飯田技術専門校 技能フェスタ 上松技術専門校 技能祭 

図－23 人材育成ニーズ調査（高校生調査）から 
（工科短期大学校及び技術専門校の認知度について） 

【工科短期大学校】     【技術専門校】 

【工科短期大学校】     【技術専門校】 
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(3) 個々の特性に合った職業能力開発機会の充実について 

 女性が職業訓練を受講する機会を更に拡充するため、工科短期大学校や技術専 

門校において、女性の入校に向けた環境整備やＰＲを推進していく必要がありま 

す。また、子育て中の女性が職業訓練を受講しやすい環境を整えるため、委託訓 

練において育児等と両立しやすい短時間訓練コースや託児支援サービスの提供 

等を行っていくことが必要です。 

障がい者に対しては、個々の障がいの特性に応じたきめ細かな支援を行うため、

障がい者を対象とする委託訓練において、手話通訳者を派遣する等の取組を行う

ことが必要です。また、工科短期大学校や技術専門校において、施設のバリアフ

リー化を推進していく必要があります。 

近年増加傾向にある精神面に課題を抱えた訓練生に対しては、精神保健福祉士

等の外部専門家を派遣するなど、支援体制の強化を図っていくことが必要です。 

中高年齢者に対しては、国が開発・検証することとしている中高年齢者向けの 

新たな訓練コースについて導入を検討する必要があります。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 女性が育児・出産・再就職をしやすい体制を作らないと、少子化に歯止めがかからない。 

・ 手話通訳者の派遣やバリアフリー化など、多様な障がい者に対応できる受入れ態勢の整 

備を希望する。 

 

(4) 生産性向上に資するＩＴ人材育成の強化・加速化について 

  ＩＴの持つ潜在力を発揮できる人材を育成するため、従来から工科短期大学校 

の情報技術科で実施している新規学卒者向けの訓練に加え、技術専門校において 

もスキルアップ講座や離転職者向けの職業訓練等を活用するなど、取組を強化し 

ていく必要があります。 
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(5) 若年者の職業観・勤労観の醸成等について 

  人材育成ニーズ調査によると、技術系・技能系社員の採用に当たり重視するこ 

ととして、あいさつ・身だしなみ等の社会常識や時間管理能力、ビジネスマナー 

コミュニケーション能力等と回答した企業が多くありました。 

  このため、工科短期大学校及び技術専門校での若年者に対する訓練においては、 

基礎的または専門的な技術・技能・知識の習得に加え、職業観や勤労観の醸成、 

コミュニケーション能力等の養成にも力を入れていくことが必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 人間力が向上するようなカリキュラムを取り入れてはどうか。 

・ 大学で教育していても人間力は非常に大切であると感じる。対人関係を円滑にするため

には、まずあいさつである。 

 

(6) 在職者向け訓練について 

  中小企業や小規模事業者においては、団塊の世代の退職等に伴う指導人材の不 

足により、企業内での技術や技能の習得に支障が生じています。 

このため、工科短期大学校や技術専門校におけるスキルアップ講座等の在職者 

訓練において、女性向けコースやＩＴ分野、成長期待分野のコース開発について 

検討するとともに、より受講ニーズに即した訓練内容や訓練期間を設定するなど、 

在職者訓練の拡充を図っていくことが必要です。 

 

【審議会委員からの提言】 

・ 工科短期大学校や技術専門校は県内各地にあるので、引き続き在職者向けの取組を期待

したい。 

 

(7) 訓練環境の整備について 

  施設については、第 10 次職業能力開発計画終了時点（平成 32 年度）で築 40 

年を超える校が８校中３校あり、老朽化や大規模地震に対する安全性の確保等の 
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観点から施設改修の検討が必要です。特に、長野技術専門校は技術専門校の中で 

最も古く、老朽化が著しいため、大規模改修等について検討する必要があります。 

また、設備についても、耐用年数の２倍を経過した機器が相当数にのぼるなど 

老朽化が進展しているため、機器の更新を計画的に進めていく必要があります。 

 

 (8) 安定した指導体制の構築について  

   訓練指導員の平均年齢は工科短期大学校で 47.3 歳、技術専門校で 50.2 歳と 

なっており、高齢化が進展している上に欠員も生じており、後進の訓練指導員 

への指導技法の継承等に支障が生じています。 

     このため、新規学卒者のみならず、社会人経験者等の即戦力となる訓練指導 

員についても積極的に採用していく必要があります。 

また、訓練指導員の各専門分野における技術・技能・知識等の能力を向上さ 

せるため、研修の充実を図っていく必要があります。 

 

(9) 就労支援体制の充実について 

訓練生の就職率向上のため、訓練生の希望や適性に応じた就職の機会を提供 

することが重要です。 

このため、キャリアコンサルタントによるきめ細かな就労支援を行うほか、 

更なる求人企業の開拓を行うなど、より充実した就労支援体制を整備すること

が必要です。 


